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制度化に向けて動き始めた「小中一貫教育」。
その仕組み、実践の検証、展望を一冊に凝縮！

これからの自治体や学校の重要課題となってきた小中一貫教育とはどのようなものなのか？
① 小中一貫教育の意義や仕組み、② これまでの実践の検証、③ これからの小中一貫教育の展望
や自治体（教育委員会）・学校における取組み課題をまとめた、小中一貫教育のための手引き
決定版！

●著者による詳細な聞き取り調査をもとにした、先進事例の検証と評価を豊富に掲載。
➡小中一貫教育はどう取り組めば成功するか。今取り組んでいる、またこれから取り組もう
とする自治体（教育委員会）・学校にとって役立つ、資料価値の高い内容。

●小中一貫教育を形態別（９年間の学年区分〈４─３─２、５─４、５─２─２ など〉、
設置区分〈施設一体型、分離型など〉）に整理。

➡あらゆるタイプを検証。どの自治体（教育委員会）・学校の実情にも対応できる豊富な情報。
●検証をもとに取組み課題を整理。

➡成功させるための手引きとして活用できる提言。

はじめに 〈抜粋〉
　この数年、小中一貫（連携）教育に取り組む自治体が増加している。
　その目的は、子どもの発達が早まっていることなどを背景として、小学校から中学校への進学に際し、新しい環境での生活や学習にうまく適応できず、
不登校などの問題が多発する、いわゆる「中１ギャップ」に対応するためであるとか、小・中学校の教員が相互理解を図り、義務教育の９年間をともに担
う教員であるとの認識を持って教育活動に当たることで、学力向上や生徒指導の成果が得られることなどが指摘される。……私は小中一貫教育の推進論者
が手放しで必要性や成果を強調することには、やや疑問を感じている。特に、取組みの成果により学力が向上したとの評価は、なお十分な検証が必要である。
けれども、今日の学校教育がかかえる様々な課題の解決を目指す一つの方法として可能性があると思う。そのため、机上の抽象論ではなく、具体的な実践
例の研究成果をもとに議論する価値があると考えている。
　本書は、私がこうした基本的な問題意識を持ち、多くの取組みの現場に足を運び、自分の目で状況を確かめ、市町村長や教育長、校長をはじめとする学
校関係者、そして保護者や地域住民等からの話を直接聞き取ることを通じて得た知見や、考えたことをまとめた実践事例の紹介を中心的な内容としている。
　もちろん、国を中心とした小中一貫教育への取組みの経緯や、教育再生実行会議と中央教育審議会をめぐる最新の動向についてもやや詳しく述べた。
　補論でも書いたが、これまでの政治の大きな流れからしても、教育再生実行会議が提言した「小中一貫教育学校（仮称）」の制度化が実現する可能性は
極めて大きく、今後は多くの自治体が小中一貫教育の具体化に向けた様々な検討を始めることになるだろう。本書が、そうした検討に当たって少しでも参
考になれば望外の喜びである。
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○実施形態Ⅱ
　〔学年区分４・３・２〕兵庫県姫路市／横浜市
　〔学年区分４・５〕　 広島市
　〔学年区分５・２・２〕熊本県産山村
　〔学年区分４・３・５〕長崎県小値賀町〈小中高一貫〉
　〔学年区分３・４・２〕宮城県登米市

第５章　小中一貫教育を推進するために
解決すべき課題

１　小中一貫教育の目標や方針・計画等を明確に
２　学年区分論の活発化が必要
３　カリキュラム論の重要性を再確認する必要
４　一貫教育に伴う学習指導上の課題
５　保護者や地域住民等の参加を拡充する必要性
６　市町村教育委員会の脆弱な推進体制整備の必要性
７　一貫教育に伴う教職員の多忙化
８　市町村格差が拡大する可能性

補　論　
教育再生実行会議第５次提言と中央教育審議会における
審議の動向
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第２章　これまでの小中一貫教育の経緯
１　国による一貫教育への取組みの経緯
２　これまでの「小中一貫教育全国サミット」で課題となっ
たこと

３　市町村による小中一貫教育への先行的取組みの方法

第３章　アンケート調査の結果等から見
た小中一貫校の実態

１　調査の概要
２　調査結果の概要

第４章　特に注目すべき取組み事例
○実施形態Ⅰ
　〔施設一体型〕　　 奈良市／千葉県鴨川市／青森県三戸
　　　　　　　　　 町
　〔施設分離・連携型〕鹿児島県薩摩川内市／広島県呉市／
　　　　　　　　　 島根県松江市


